
  

 

16 フランス           French Republic    

 

<2004年> 

人口 5,990万人 （2003年） 財政会計年度 １月～12月

(日本の約１/２倍) 通貨制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 28,625ドル 通貨  ユーロ

産業構造(ＧＤＰ構成比)　　１次産業  2.9％ １米ドル＝0.80ユーロ

２次産業  26.4％ 面積 55.0万k㎡ (日本の約1.5倍)

３次産業  70.7％

(2003年)

 経済成長率
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 <フランス経済のこれまで>

 

 

＜2004年の経済＞ 

2003年後半から回復局面に入り、2004年も回復が続き経済成長率は2.1％となった。７～９

月期は一時的な調整局面に入ったものの、年間を通して内需を中心とした力強い回復となっ

た。政府による個人消費促進策（製造業者や小売業者への働きかけによる店頭価格引き下げ、

生前贈与の非課税枠設定、企業内貯蓄一部取り崩しの許可）や住宅ブームによる資産効果を

通して、消費が力強い伸びとなった。世界経済の回復から輸出は増加したが、内需の力強さ

から輸入も大幅に増加し、純輸出はマイナスとなった。また、低金利や企業収益の回復から

企業設備投資も増加が続いている。 

 

＜2005年の経済見通し＞ 

2005年は２％程度の経済成長が見込まれる（政府見通し２～2.5％、民間機関26社の平均

1.9％（2005年５月時点））。民間機関の見通しは、半年前（2004年10月時点2.3％）に比べて

下方修正されている。景気回復を支える要因としては、ガラン法(流通業者に仕入れ値以下で 



  

 

93～02年 2003年 2004年

政府 欧州委員会 ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 2.0 0.9 2.1 2.0～2.5 2.0 2.0 実質ＧＤＰ

  個人消費 同上 1.9 1.6 2.3 2.4 2.0 2.5 平均

  民間投資 同上 2.0 ▲ 0.0 2.4 3.6 3.0 3.7 1.9

鉱工業生産 同上 1.5 ▲ 0.3 1.7 － ― ― 最大

消費者物価 同上 1.5 2.1 2.1 1.5 1.9 2.0 2.5

失業率 ％ 10.9 9.8 10.0 － 9.4 9.5 最小

経常収支 億ユーロ 69 ▲ 63 － ― ― 1.2

(ＧＤＰ比) ％ ( 0.4) (▲ 0.4) － ― (▲ 0.4) （26社）

財政収支 億ユーロ ▲ 658 ▲ 598 － ― ▲ 525

(ＧＤＰ比、年度) ％ (▲ 4.2) (▲ 3.7) (▲ 2.9) (▲ 3.0) (▲ 3.1)

政府債務残高 億ユーロ 9,956 10,657 － ― 11,089

(ＧＤＰ比、年度末) ％ ( 63.9) ( 65.6) ( 66.1) ( 66.2) ( 65.7)

(備考)1. フランス国立統計経済研究所（ＩＮＳＥＥ）、欧州委員会等。

　 　 2. 欧州委員会は“Economic Forecasts”（2005年４月）、ＩＭＦは“World Economic Outlook”（2005年４月）による。
      3. 2005年政府見通しは経済財政産業省（2005年３月）による。

      4. 2005年欧州委員会、ＩＭＦ見通しのうち、民間投資は固定投資の数値。

フランスの主要経済指標

2005年

 

の販売を禁止する法律)が改正される予定であることや、政府の個人消費促進策の継続、低金

利を背景とした住宅市場の活況等による消費の増加が挙げられる。また、低金利を背景とし

て、企業設備投資の改善が続くことが挙げられる。 

下方リスクとしては、原油高の継続や不安定なユーロ相場等が企業景況感を悪化させ、設

備投資の回復が遅れる可能性がある。また、雇用、所得環境のさらなる悪化が消費者マイン

ドに悪影響を与え消費の伸びを抑制する可能性がある。 

 

＜財政政策の動向＞ 

2004年の財政収支は、景気の回復により税収が増加したことから、前年のＧＤＰ比4.2％

からやや改善し、同3.7％の赤字となったが、３年連続してユーロ圏の「安定と成長の協定」

で定める３％の上限を超えた。さらに、政府債務残高も同65.6％となり、財政収支と同様に

同協定で定める60％の上限を超えた。 

経済財政産業省の発表した2005～2006年経済見通し（2005年３月）では、2005、2006年

の財政赤字を各々ＧＤＰ比2.9％、2.7％と見込んでおり、同協定の基準を遵守する見通しと

なっている。一方で、同年の政府債務残高は同66.1％、66.4％と同協定で定める60％の上限

を上回るとしている。2004年 12月に欧州委員会へ提出した「安定プログラム」の中で、2005

年は歳出の抑制（３年連続で実質伸び率ゼロ）を行うことで、「安定と成長の協定」で定める

財政赤字の基準を遵守できる見込みとなったため、ＥＵ経済財務相理事会（ＥＣＯＦＩＮ）

は2005年１月、同協定違反に対する制裁措置を一年延長した上で停止した。 

2005 年５月 29 日の国民投票においてＥＵ憲法批准が否決されたことを受け、ラファラン

首相は辞任し、代わってドビルパン首相が就任した。ＥＵ憲法否決の最大の原因として失業

率が10％を超える深刻な雇用情勢の問題があり、首相は新政権の最大の課題として雇用政策

を掲げている。首相は施政方針演説の中で、2006 年度予算において雇用対策のために 45 億

ユーロの追加支出を行う方針を示した。また、同演説の中で、2006年に行う予定であった所

得税減税については、財政赤字がＧＤＰ比３％を上回って続く中でその余地がないとして、

中断すると表明した。 


	16 フランス French Republic

